










研究目的 

近年の発達障害児対策のなかで特筆すべき傾向として,早期発見と早期療育および統合教

育への指向をあげることができる。しかし,従来,最善の方法はどれかという実証が乏しく,

療育,1 教育の現場において全国的に迷いがみられていた。したがって,療育や訓練の効果

を達成するための実際的な手段と,その評価方法について解決すべき点が多いと考えられ

る。一方,精神機能の発達遅滞等に関連する領域では,保育,医療,訓練,教育,福祉など,多く

の専門領域が共存し,それぞれの立場から子供と家庭に対応してきた。少なくとも制度上は

かなり整備されたといえるが,各領域の責任分担と相互の協力体制には問題があり,家庭の

負担と円滑な療育活動の障害因子となっている。 

これらの現状に対し,本研究班は,1)乳幼児を主とする早期療育計画の立案と実施,2)効果

の客観的な評価,3)家庭およびそれをとりまく医療,通園施設,保育所や幼稚園などの果た

す、べき分担と相互の協力体制等について研究し,近い将来に実行可能な指針の作成を目的

としてきた。 


